
 

令和５・６年度（２０２３・２０２４年度） 随時登録 
 

入札参加資格審査申請書 提出要領 
 

 建設関連業務委託（コンサル）  

 

申請受付期間 

令和５（２０２３）年４月１日（土） 

～令和６（２０２４）年１１月３０日（土） 

○ 宇都宮市が発注する建設関連業務委託（コンサル） 

の指名競争入札等に参加を希望する方は，この要領を 

よくお読みいただいた上で申請してください。 

○ 毎月５日までの１か月間に申請のあった事業者を， 

 翌月１日に入札参加有資格者名簿に登載します。 
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１ 宇都宮市入札参加資格について 

・ 宇都宮市の入札に参加するには，入札参加有資格者名簿に登載されていること（登録）が必要

です。 

・ 登録できる業種数は，５業種までです。 

・ 登録は，入札における指名や受注を約束するものではありません。 

・ 審査基準日は，申請書提出時期によって異なります。次表により確認してください。申請書類

には，審査基準日現在の状況を記載してください。 

・ 次表の申請書提出期間内（消印有効）に申請のあった事業者を，登録日に入札参加有資格者 

名簿に登載します。有効期間は，登録日から令和７年３月３１日までです。 

 

※ 申請受付終了時期は，次回定期登録の申請受付開始時期により変更になる場合があります。 

 

２ 資格要件 

申請者は，次の(1)～(5)の要件をすべて満たしていなければなりません。 

 

(1) 法的な契約能力を有していること。 

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定に該当していない

こと。（「【参考】 地方自治法施行令(抜粋）」（15ページ）参照） 

 

申請書提出期間 審査基準日 登録日 

令和 ５年 ４月 １日～ ４月 ５日 令和 ５年 ３月 １日 令和 ５年 ５月 １日

令和 ５年 ４月 ６日～ ５月 ５日 令和 ５年 ４月 １日 令和 ５年 ６月 １日

令和 ５年 ５月 ６日～ ６月 ５日 令和 ５年 ５月 １日 令和 ５年 ７月 １日

令和 ５年 ６月 ６日～ ７月 ５日 令和 ５年 ６月 １日 令和 ５年 ８月 １日

令和 ５年 ７月 ６日～ ８月 ５日 令和 ５年 ７月 １日 令和 ５年 ９月 １日

令和 ５年 ８月 ６日～ ９月 ５日 令和 ５年 ８月 １日 令和 ５年１０月 １日

令和 ５年 ９月 ６日～１０月 ５日 令和 ５年 ９月 １日 令和 ５年１１月 １日

令和 ５年１０月 ６日～１１月 ５日 令和 ５年１０月 １日 令和 ５年１２月 １日

令和 ５年１１月 ６日～１２月 ５日 令和 ５年１１月 １日 令和 ６年 １月 １日

令和 ５年１２月 ６日～令和 ６年 １月 ５日 令和 ５年１２月 １日 令和 ６年 ２月 １日

令和 ６年 １月 ６日～ ２月 ５日 令和 ６年 １月 １日 令和 ６年 ３月 １日

令和 ６年 ２月 ６日～ ３月 ５日 令和 ６年 ２月 １日 令和 ６年 ４月 １日

令和 ６年 ３月 ６日～ ４月 ５日 令和 ６年 ３月 １日 令和 ６年 ５月 １日

令和 ６年 ４月 ６日～ ５月 ５日 令和 ６年 ４月 １日 令和 ６年 ６月 １日

令和 ６年 ５月 ６日～ ６月 ５日 令和 ６年 ５月 １日 令和 ６年 ７月 １日

令和 ６年 ６月 ６日～ ７月 ５日 令和 ６年 ６月 １日 令和 ６年 ８月 １日

令和 ６年 ７月 ６日～ ８月 ５日 令和 ６年 ７月 １日 令和 ６年 ９月 １日

令和 ６年 ８月 ６日～ ９月 ５日 令和 ６年 ８月 １日 令和 ６年１０月 １日

令和 ６年 ９月 ６日～１０月 ５日 令和 ６年 ９月 １日 令和 ６年１１月 １日

令和 ６年１０月 ６日～１１月 ５日 令和 ６年１０月 １日 令和 ６年１２月 １日

令和 ６年１１月 ６日～１１月３０日 令和 ６年１１月 １日 令和 ７年 １月 １日
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(2) 国税に未納がないこと。 

法人にあっては，「法人税」と「消費税及び地方消費税」に未納がないこと。 

個人にあっては，「申告所得税及び復興特別所得税」と「消費税及び地方消費税」に未納がな

いこと。 

 

(3) 市税に未納がないこと。 

宇都宮市に納税義務がある場合，市税に未納がないこと。 

※ 資格の有効期間中に市税の滞納が確認された場合，完納が確認されるまでの間，入札に参加

できないことがあります。 

 

(4) 暴力団関係者ではないこと。 

申請者及び申請者の役員，申請者の使用人，申請者の経営に事実上参加している者が，宇都宮

市暴力団排除条例（平成２３年条例第３７号）第２条の暴力団及び暴力団員又は密接関係者では

ないこと。 

 

(5) 業務実績があること。 

登録を希望する業種について，直近の２事業年度のいずれかに業務実績を有すること。 

 

３ 総合点数の算出 

 

(1) 総合点数 

提出された申請書の内容を審査し，業種ごとに総合点数を算出し，一部の業種については等級

の格付を行います。 

 

 総合点数(1)＝ 客観的事項審査点数(2) ＋ 主観的事項審査点数(3) － 減点事項審査点数(4)  

 

(2) 客観的事項審査点数 

次表により申請者の企業規模等について審査点数を求め，次式により算出した点数とします。 

 

 客観的事項審査点数＝ (２×ａ) ＋ ｂ ＋ ｃ ＋ (５×ｄ) ＋ ｅ ＋ ｆ  

 

審査項目 

審査

点数

年間平均 

実績高 

   (ａ) 

自己資本額 

数値 

※１  (ｂ) 

流動比率 

 

(ｃ) 

資格所持者数

の合計数値 

※２  (ｄ)

営業年数 

 

(ｅ)

国の登録規程等に

よる登録の有無 

※３    (ｆ)

５千万円未満 ５未満 ６０％未満 １５未満 ５年未満 登録有り １０

５千万円以上 

１億円未満 
― 

６０％以上

７５％未満

１５以上

４０未満

５年以上

１５年未満
― １５

１億円以上 

５億円未満 

５以上

１０未満

７５％以上

８５％未満

４０以上

６５未満

１５年以上

２５年未満
― ２０

５億円以上 

１０億円未満 
― 

８５％以上

１００％未満

６５以上

１１０未満

２５年以上

３５年未満
― ２５

１０億円以上 １０以上 １００％以上 １１０以上 ３５年以上 ― ３０

※１ 自己資本額数値 ＝ 自己資本額 ÷ 建設関連業務委託全体の年間平均実績高 × １００ 

※２ 資格所持者数の合計数値 ＝ 次表により算出した数値 
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区分 資格所持者 
数値(１人

につき) 

測
量
業
務 

測量法（昭和２４年法律第１８８号）による測量士の登録を受けている者 ５ 

測量法による測量士補の登録を受けている者（測量士の登録を受けている者を除

く。） 
２ 

土
木
関
係
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
業
務 

技術士法（昭和５８年法律第２５号）による第２次試験のうち，次の技術部門に

合格し，同法による登録を受けている者 

・ 機械部門（選択科目を機械設計，流体機器（流体工学）及び機構ダイナミク

ス・制御（交通・物流機械及び建設機械）とするものに限る｡） 

・ 電気電子部門 

・ 建設部門 

・ 上下水道部門 

・ 農業部門（選択科目を農業農村工学（農業土木）とするものに限る｡） 

・ 森林部門（選択科目を森林土木とするものに限る｡） 

・ 水産部門（選択科目を水産土木とするものに限る｡） 

・ 情報工学部門 

・ 応用理学部門（選択科目を地質とするものに限る｡） 

・ 総合技術監理部門(選択科目を上記各部門の選択科目(電気電子部門，建設部

門，上下水道部門及び情報工学部門にあってはそれぞれいずれかの選択科目)

とするものに限る。) 

５ 

アジア太平洋経済協力(ＡＰＥＣ)が取りまとめた｢ＡＰＥＣエンジニア・マニュ

アル｣に基づき，日本政府と相互免除の合意をしている政府において，当該国内

に設立したモニタリング委員会に登録され，かつ追加審査が必要な場合はそれに

合格している者 

建設業法（昭和２４年法律第１００号）による技術検定のうち検定種目を１級の

土木施工管理とするものに合格した者 
２ 

計量法(平成４年法律第５１号)による計量士（環境計量士（濃度関係）及び環境

計量士（騒音・振動関係）に限る｡）の登録を受けている者 

電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）による第１種電気主任技術者免状の交

付を受けている者 
 

２ 
電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号）による伝送交換主任技術者資格者証

の交付を受けている者及び線路主任技術者資格者証の交付を受けている者 

(一社)建設コンサルタンツ協会の行うＲＣＣＭ資格試験に合格し，登録を受けて

いる者 

建
築
関
係
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
業
務 

建築士法（昭和２５年法律第２０２号）による構造設計１級建築士証の交付を受

けている者，設備設計１級建築士証の交付を受けている者及び１級建築士の免許

を受けている者（構造設計１級建築士証又は設備設計１級建築士証の交付を受け

ている者を除く。） 
５ 

建築士法施行規則（昭和２５年建設省令第３８号）第１７条の１８に規定する建

築設備士である者 

建築士法による２級建築士の免許を受けている者（１級建築士の免許を受けてい

る者を除く。） 
２ 

(公社)日本建築積算協会の行う建築積算士試験に合格し，登録を受けている者 
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地
質
調
査
業
務 

技術士法による第２次試験のうち次の技術部門に合格し，同法による登録を受け

ている者 

・ 建設部門（選択科目を土質及び基礎とするものに限る｡） 

・ 応用理学部門（選択科目を地質とするものに限る。） 

・ 総合技術監理部門(選択科目を上記各部門の選択科目とするものに限る。) 

５ 

(一社)全国地質調査業協会連合会の行う地質調査技士資格検定試験に合格し登

録を受けている者 
２ 

補
償
関
係
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
業
務 

不動産の鑑定評価に関する法律（昭和３８年法律第１５２号）による不動産鑑定

士の登録を受けている者【登録を証明する書類が必要です（「６ 添付書類等の詳

細(7)」（11ページ）参照。）】 

２ 

土地家屋調査士法（昭和２５年法律第２２８号）による土地家屋調査士の登録を

受けている者【登録を証明する書類が必要です（「６ 添付書類等の詳細(7)」（11

ページ）参照）。】 

司法書士法（昭和２５年法律第１９７号）による司法書士の登録を受けている者

(一社)日本補償コンサルタント協会の付与する補償業務管理士の資格を有し，登

録を受けている者 

※３ 対象となる登録は，次表のとおり 

業種 登録 

測量業務 測量法第５５条による測量業者の登録 

土木関係建設コン

サルタント業務 

建設コンサルタント登録規程（昭和５２年建設省告示第７１７号）第２条による登

録 

建築関係建設コン

サルタント業務 
建築士法第２３条による建築士事務所の登録 

地質調査業務 地質調査業者登録規程（昭和５２年建設省告示第７１８号）第２条による登録 

補償関係コンサル

タント業務 

補償コンサルタント登録規程（昭和５９年建設省告示第１３４１号）第２条による

登録 

不動産の鑑定評価に関する法律第２２条による不動産鑑定業者の登録 

 

(3) 主観的事項審査点数 

宇都宮市内に本店を有する者（以下「市内事業者」という。）にのみ付与します。 

次表により，宇都宮市が特に評価する企業活動等について審査項目ごとに算出し，その合計点

数とします。 

評価事項 審査項目 審査点数 ※１ 

品
質
確
保
・ 

環
境
配
慮
対
策 

品質管理システムに関する規格の取得状況 

ＩＳＯ９００１を取得している。 １０ 上限１０ 

環境マネジメントシステムに関する規格の取得状況 

ＩＳＯ１４００１を取得している。 １０
上限１０ 

エコアクション２１又はＥＣＯうつのみや２１を取得している。 ６ 

災
害
対
応 

災害時における本市への協力体制の状況 

次のいずれかに該当している。   

・ 宇都宮市消防団協力事業所表示証の交付を受けている。 １２ 上限１２

・ 宇都宮自衛消防協会に加入している。   
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災
害
対
応 

・ 宇都宮危険物保安協会に加入している。 

・ 宇都宮市と災害時における協力協定を締結している（団体で締結

している場合の構成員及び栃木県との協定締結等による協力体制が

確保されている場合を含む。）。 

・ 宇都宮市防災協力事業所に登録している。 

１２ 上限１２ 

 

社
会
貢
献
度
・
地
域
貢
献
度 

 障がい者雇用の状況 

０ 

～ 

３０

 

※２

上限３０ 

①ａ障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律第１２３号）

の規定による障がい者の雇用義務を達成している。 

①ｂ雇用義務はないが，審査基準日現在で障がい者を雇用している。 

次代の社会を担う子どもが健やかに生育される環境整備への取組状況 

②次世代育成支援対策推進法（平成１５年法律第１２０号）による一

般事業主行動計画を労働局に提出している。 

女性の職場における活躍を推進する取組状況 

③女性活躍推進法（平成２７年法律第６４号）による一般事業主行動

計画を労働局に提出している。 

雇用環境の整備状況（くるみん認定・えるぼし認定） 

④ａ次世代育成支援対策推進法による基準適合一般事業主の認定（く

るみん認定）を労働局から受けている。 

④b女性活躍推進法による基準適合一般事業主の認定（えるぼし認定）

を労働局から受けている。 

宇都宮まちづくり貢献企業認証取得状況 

⑤宇都宮まちづくり貢献企業の認証を取得している。 

自治会協力状況 

⑥自治会への法人加入や自治会の催事等に協力している。 

宇都宮市健康づくり事業者表彰受賞状況 

⑦宇都宮市健康づくり事業者表彰を受賞している。 

エコ通勤優良事業所認証状況 

⑧エコ通勤優良事業所認証を取得している。 

※１ 審査点数の上限とは，各審査項目において複数の要件を満たしていた場合における加点上限点

数です。 

※２ 社会貢献度・地域貢献度については，①～⑧の項目のうち取り組んでいる項目の数に応じて, 

次表の審査点数を付与します。 

取組数 審査点数 

６～８項目 ３０ 

４～５項目 ２０ 

２～３項目 １０ 

１項目 ５ 

０項目（取組無し） ０ 
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書類一式を

クリアーホ

ルダーに入

れる。 

書類を入れ

たクリアー

ホルダーを

封筒に入れ

る。 

(4) 減点事項審査点数 

審査基準日前３か年に宇都宮市から入札参加停止措置を受けた場合，次表の審査点数を減点し

ます。 

入札参加停止期間 審査点数 

３か月未満 ２ 

３か月以上６か月未満 ４ 

６か月以上 ６ 

 

４ 申請から登録までの流れ 

 

(1) 申請受付期間 

令和５（２０２３）年４月１日（土）～令和６（２０２４）年１１月３０日（土） 

・ 上記期間内の日付の消印が押されたものが有効となります。 

 

(2) 提出書類の準備と発送 

・ 「５ 提出書類」と「６ 添付書類等の詳細」（7～13ページ）をよくお読みいただいた上で，

提出書類を準備してください（記載内容等について問い合わせる場合がありますので，提出書

類は必ず写しを取り，審査結果の通知が届くまで保管してください。）。 

・ 提出書類を，Ａ４判クリアーホルダー（「６ 添付書類等の詳細(15)」（13 ページ参照）に

入れてください。クリアーホルダーに入れた提出書類を，角２封筒に入れてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 封筒の表には，送付先や申請者の商号又は名称のほか，「入札参加資格審査申請書在中」（朱

書き）と記載し，書留又は簡易書留にて郵送してください。送付先は，次のとおりです。 

 

 

 

 

 

(3) 受付票の送付 

・ 申請受付期間終了後に，郵便はがき（「６ 添付書類等の詳細(14)」（12 ページ）参照）に

受付票を印刷し送付いたします。 

・ 受付票には，申請に係る問い合わせの際に必要となる申請受付番号が記載されていますので，

審査結果の通知が届くまで保管してください。 

 

(4) 申請書提出後の変更 

申請書提出後に記載内容に変更があった場合は，変更届出書の提出が必要です（例：商号又は

 

 

 

 

 

申請書及び 

添付書類等 

一式 

クリアーホルダー

角 

２ 

封 

筒 

320-8540
宇都宮市 
理財部契約課 
管理グループ宛 
入札参加資格審査
申請書在中 
 
  商号・名称

〒３２０－８５４０（宇都宮市役所専用郵便番号） 

宇都宮市旭１丁目１番５号 

宇都宮市 理財部 契約課 管理グループ 
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名称，住所又は所在地，代表者又は代理人，電話番号等に変更があった場合）。 

変更届出書の様式は，下記のホームページからダウンロードしてください。なお，契約課窓口

（本庁舎５階）でも配布しております。 

○ 宇都宮市公式Ｗｅｂサイト ＵＲＬ：https://www.city.utsunomiya.tochigi.jp/ 

「トップページ」＞「産業・ビジネス」 

＞「入札情報」＞「入札情報（部門別）」＞「入札参加資格」 

＞「入札参加資格登録内容の変更・取消」＞「入札参加資格の変更方法」 

変更届出書は，申請書と同様に代表者名で作成し，実印を押印してください（使用印を登録す

る場合は，使用印の押印も必要です。また，入札契約処理等を代理人へ委任する場合は，代理人

印の押印も必要です。）。 

変更の事実を証する書類を添付し，遅滞なく提出してください（郵送可）。 

なお，申請後に合併，営業譲渡（事業譲渡）又は会社分割があった場合は，契約課へお問い合

わせください。 

 

(5) 審査結果の通知 

審査結果（登録の可否，総合点数及び等級）は，郵便はがき（「６ 添付書類等の詳細(14)」

（12ページ）参照）により通知します。 

 

(6) 入札参加有資格者名簿への登載（登録） 

資格の認定を受けた申請者は，令和５・６年度の入札参加有資格者名簿に登載されます。 

資格の有効期間（登録期間）は，令和７年３月３１日までです。 

 

(7) 入札参加有資格者名簿の公表 

以下の内容を記載した入札参加有資格者名簿を，行政情報センター（本庁舎１階）において閲

覧に供するとともに，宇都宮市公式Ｗｅｂサイト上で公表しますので，御了承ください。 

○業種及び等級  ○名称  ○代表者職氏名 

○所在地     ○電話番号・ＦＡＸ番号  ○代理人の名称及び電話番号 

○総合点数（主観点数・客観点数） 

 

５ 提出書類（申請書類及び添付書類等） 

・ 申請書類等の様式は，下記のホームページからダウンロードしてください。なお，契約課窓口

（本庁舎５階）でも配布しております。 

○ 宇都宮市公式Ｗｅｂサイト ＵＲＬ：https://www.city.utsunomiya.tochigi.jp/ 

「トップページ」＞「産業・ビジネス」 

＞「入札情報」＞「入札情報（部門別）」＞「入札参加資格」 

＞「令和５～６年度 入札参加資格の随時登録」 

・ 申請書類等は，この提出要領に従って作成し，記載漏れや押印漏れがないよう確認した上で提

出してください。 

・ 提出書類に虚偽の記載があった場合は，資格を承認しないことがあります。また，登録後に虚

偽の記載が判明した場合は，資格を取り消すことがあります。 

 

(1) 申請書類（○＝必ず提出 △＝必要に応じ提出） 

・ 別添「記載例」を参照の上，以下の申請書を提出してください。 

・ 申請書類は，宇都宮市が指定した様式を使用してください。指定様式以外の様式による申請

は受け付けませんので，御注意ください。 

・ 申請書類には，審査基準日現在の状況を記載してください。また，財務状況，業務実績等は，
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決算が確定した直近の事業年度について記載してください。 

 

 番号 書類の名称 法人 個人 備考 

申請書 

１ 審査申請書 ○ ○ 代理人に係る委任状を兼ねています。

２ 
申請者状況調書・登録希望業種調書

（１及び２） 
○ ○  

３ 業務実績調書 ○ ○  

４ 技術職員調書（１及び２） ○ ○  

５ 誓約書 ○ ○ 
暴力団等と関係していないことに係

る誓約書です。 

６ 主観点に関する調書 △ △ 市内事業者のみ提出してください。 

 

(2) 添付書類等（○＝必ず提出 △＝必要に応じ提出 ×＝不要） 

・ 「６ 添付書類等の詳細」（9～13ページ）を参照の上，必要な書類等を提出してください。 

・ 各書類の写しを提出してください。ただし，(4)「印鑑証明書」及び(12)「自治会協力状況報

告書兼誓約書」は，原本を提出してください。 

・ 公的機関が発行する証明書は，審査基準日前３か月以内に発行されたものを提出してくださ

い。なお，３か月以内に変更があった場合は，変更が反映された最新のものを提出してくださ

い。 

・ 報告書，策定届等の控えについては，提出先が受付済みであることが確認できるもの（受付

印等が押印されたもの）の写しを提出してください。 

 番号 書類の名称 法人 個人 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付 

書類 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

(1) 
商業登記簿謄本 

（履歴事項全部証明書） 
○ × 法務局が発行したもの 

(2) 
身分証明書 

（破産していないこと等の証明書）
× ○ 本籍地の市区町村が発行したもの 

(3) 

登記されていないことの証明書 

（成年被後見人でないこと等の証

明書） 

× ○ 法務局が発行したもの 

(4) 印鑑証明書【原本】 ○ ○ 

法人＝法務局が発行したもの 

個人＝住所地の市区町村が発行し

たもの 

(5) 国税に係る納税証明書 ○ ○ 

税務署が発行したもの 

法人＝納税証明書（その３の３） 

個人＝納税証明書（その３の２） 

(6) 財務諸表 ○ ○ 

法人＝決算が確定した直近の事業

年度の①貸借対照表，②損益計算

書，③株主資本等変動計算書 

個人＝前年の①確定申告書，②収支

内訳書又は青色申告決算書 

(7) 
登録通知書又は登録証明書等（登録

を証明する書類） 
△ △  
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・ 市内事業者は，以下の(8)～(13)について該当がある場合は提出してください。 

 番号 書類の名称 法人 個人 備考 

添付 

書類 

(8) ＩＳＯ認証書等 △ △ 認証等を取得している場合 

(9) 

障害者雇用状況報告書の控え 

△ △ 

障がい者の雇用義務があり，雇用を

達成している場合 

雇用している障がい者の障害者手

帳と当該障がい者を雇用している

ことが確認できる書類 

障がい者の雇用義務はないが，雇用

している場合 

(10) 

（次世代育成支援対策推進法に基

づく）一般事業主行動計画策定・変

更届の控え 
△ △ 

計画を労働局に提出している場合 

（次世代育成支援対策推進法に基

づく）基準適合一般事業主認定通知

書 

くるみん認定を労働局から受けて

いる場合 

(11) 

（女性活躍推進法に基づく）一般事

業主行動計画策定・変更届の控え 
△ △ 

計画を労働局に提出している場合 

（女性活躍推進法に基づく）基準適

合一般事業主認定通知書 

えるぼし認定を労働局から受けて

いる場合 

(12) 
自治会協力状況報告書兼誓約書 

（指定様式）【原本】 
△ △ 

宇都宮市内の自治会への協力状況

を記載 

(13) 
エコ通勤優良事業所認証・登録通知

書 
△ △ 認証を取得している場合 

 

・ 以下の(14)～(16)については，すべての申請者が提出してください。 

 番号 提出物 法人 個人 備考 

添付物 

(14) 
郵便はがき 

（６３円の通常はがき×２枚） 
○ ○ 表面に送付先を記載 

(15) 
クリアーホルダー 

（Ａ４・インデックス付） 
○ ○ 

インデックスに申請者の商号又は

名称を横書きで記載 

(16) 提出書類確認表 ○ ○ 記載例参照 

 

６ 添付書類等の詳細（○＝必ず提出 △＝必要に応じ提出 ×＝不要） 

 

(1) 商業登記簿謄本（履歴事項全部証明書）法人＝○，個人＝× 

法人の申請者は，法務局で商業登記簿の「履歴事項全部証明書」の交付を受け，写しを提出し

てください。 

※ 「現在事項」証明書や「一部」証明書での申請はできませんので，御注意ください。 

 

(2) 身分証明書（破産していないこと等の証明書）法人＝×，個人＝○ 

個人の申請者は，本籍地の市区町村で身分証明書の交付を受け，写しを提出してください。 

※ 「身分証明書」とは，禁治産又は準禁治産宣告の通知，後見人の登記の通知，破産宣告の通

知を受けていないことを証明するものです。 
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(3) 登記されていないことの証明書（成年被後見人でないこと等の証明書）法人＝×，個人＝○ 

個人の申請者は，法務局で「登記されていないことの証明書」の交付を受け，写しを提出して

ください。 

※ 「登記されていないことの証明書」とは，成年被後見人，被保佐人等の登記がされていない

ことを証明するものです。法務局への証明申請書の証明事項欄は「成年被後見人，被保佐人，

被補助人，任意後見契約の本人とする記録がない。」を選択してください。 

 

(4) 印鑑証明書【原本提出】 法人＝○，個人＝○ 

ア 法人の申請者の場合 

法務局で商業登記の「印鑑証明書」の交付を受け，原本を提出してください。 

イ 個人の申請者の場合 

住所地の市区町村で，本人の「印鑑登録証明書」の交付を受け，原本を提出してください。 

 

(5) 国税に係る納税証明書 法人＝○，個人＝○ 

国に納税義務がある場合，所轄の税務署で国税に未納がないことを証明する証明書の交付を受

け，写しを提出してください（オンライン請求はwww.e-tax.nta.go.jpへ。）。ただし，審査基準

日前３か月以内に発行されたものであっても，ただし書きに審査基準日前の納付期日の記載のあ

るものは除きます。 

ア 法人の申請者の場合 

納税証明書（その３の３）（「法人税」と「消費税及び地方消費税」に未納の税額がないこ

との証明書）の写しを提出してください。 

イ 個人の申請者の場合 

納税証明書（その３の２）（「申告所得税及び復興特別所得税」と「消費税及び地方消費税」

に未納の税額がないことの証明書）の写しを提出してください。 

 

 

(6) 財務諸表 法人＝○，個人＝○ 

ア 法人の申請者の場合 

決算が確定した直近の事業年度の①貸借対照表，②損益計算書及び③株主資本等変動計算書

の写しを提出してください。 

※ 直近の事業年度の決算が確定していない場合は，その前の年度の決算に係る財務諸表の写

しを添付するとともに，申請書類には当該前年度に係る財務状況及び業務実績等を記載して

ください。 

イ 個人の申請者の場合 

・ 白色申告の場合は，前年の①確定申告書と②収支内訳書の写しを提出してください。 

・ 青色申告の場合は，前年の①確定申告書と②青色申告決算書の写しを提出してください。 

 

(7) 登録通知書又は登録証明書等（登録を証明する書類） 法人＝△，個人＝△ 

申請書３「登録希望業種調書」において「登録」に○を記入した部門等について，当該登録が

審査基準日現在有効であることを証明する以下の書類（「登録通知書」，「登録証明書」等）の

写しを提出してください。 

測量業務 測量法第５５条による測量業者の登録を証明する書類 

土木関係建設コン

サルタント業務 
建設コンサルタント登録規程第２条による登録を証明する書類 

建築関係建設コン

サルタント業務 

建築士法第２３条による建築士事務所の登録を証明する書類（部門「建築一般」を

希望する申請者のみ） 
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地質調査業務 地質調査業者登録規程第２条による登録を証明する書類 

補償関係コンサル

タント業務 

補償コンサルタント登録規程第２条による登録を証明する書類（部門「補償コンサ

ルタント」を希望する申請者のみ） 

不動産の鑑定評価に関する法律第２２条による不動産鑑定業者の登録を証明する

書類（部門「不動産鑑定」を希望する申請者のみ） 

申請書４「技術職員調書」において不動産鑑定士又は土地家屋調査士を技術職員として記載し

た場合は，当該技術職員の登録が審査基準日現在有効であることを証明する以下の書類（「登録

通知書」，「登録証明書」等）の写しを提出してください。 

不動産鑑定士 

不動産の鑑定評価に関する法律第１５条による不動産鑑定士の登録を証明する書類

※ 事務所所在地が申請者の所在地と一致することが確認できない場合は，当該不

動産鑑定士を雇用していることが確認できる書類（「健康保険被保険者証」，「雇用

保険被保険者決定通知書」等）の写しも併せて提出してください（代表者本人の

場合は不要です。）。 

土地家屋調査士 

土地家屋調査士法第８条による土地家屋調査士の登録を証明する書類 

※ 記載された事務所所在地が申請者の所在地と一致しない場合は，当該土地家屋

調査士を雇用していることが確認できる書類（例：「健康保険被保険者証」，「雇用

保険被保険者決定通知書」等）の写しも併せて提出してください（代表者本人の

場合は不要です。）。 

 

・ 市内事業者である申請者は，以下の(8)～(13)について該当がある場合は提出してください。 

 

(8) ＩＳＯ認証書等 法人＝△，個人＝△ 

以下のア～エの認証等を取得している申請者は，審査基準日現在有効な認証書等の写しを提出

してください。 

ア ＩＳＯ９００１ 

ＩＳＯ９００１は，（公財）日本適合性認定協会（以下「ＪＡＢ」という。）又はＪＡＢと

相互承認している審査登録機関が認証する品質マネジメントシステムに関する国際的な標準

規格です。認証を取得している申請者は，認証書の写しを提出してください。 

イ ＩＳＯ１４００１ 

ＩＳＯ１４００１は，ＪＡＢ又はＪＡＢと相互承認している審査登録機関が認証する環境マ

ネジメントシステムに関する国際的な標準規格です。認証を取得している申請者は，認証書の

写しを提出してください。 

ウ エコアクション２１ 

エコアクション２１は，（一財）持続性推進機構（エコアクション２１中央事務局）が認証

する日本独自の環境マネジメントシステムです。認証・登録証を取得している申請者は，認証・

登録証の写しを提出してください。 

エ ＥＣＯうつのみや２１ 

ＥＣＯうつのみや２１は，宇都宮商工会議所が認定する環境保全に関する事業所版環境ＩＳ

Ｏ規格です。認定を取得している申請者は，認定証の写しを提出してください。 

 

(9) 障がい者の雇用状況を証明する書類 法人＝△，個人＝△ 

ア 障がい者の雇用義務があり，雇用を達成している場合 

障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律第１２３号）の規定により障がい者の

雇用義務がある申請者が雇用義務を達成している場合は，障害者雇用状況報告書の控え（公共

職業安定所の受付印があるもの）の写しを提出してください。電子申請の場合は，申請書控え

の写し及び到着確認メールの写しを提出してください。 
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イ 障がい者の雇用義務はないが，雇用している場合 

障がい者の雇用義務がない申請者が障がい者を雇用している場合は，雇用している障がい者

の以下の障害者手帳の写しと当該障がい者を雇用していることが確認できる書類（「健康保険

被保険者証」，「雇用保険被保険者決定通知書」等）の写しを提出してください。 

身体障がい者 身体障害者手帳 
手帳の種別，障がい者の氏名及び生年月日が記載さ

れたページの写し 
知的障がい者 療育手帳 

精神障がい者 精神障害者保健福祉手帳 

 

(10)次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画策定・変更届及び基準適合一般事業主

認定通知書 法人＝△，個人＝△ 

一般事業主行動計画策定・変更届を労働局に提出している申請者は，当該策定・変更届の控え

（労働局の受付印が押印されたもの）の写しを提出してください。電子申請の場合は，申請書控

えの写し及び到着確認メールの写しを提出してください。 

基準適合一般事業主の認定（くるみん認定）を受けている申請者は，労働局が発行した認定通

知書の写しを提出してください。 

 

(11)女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画策定・変更届及び基準適合一般事業主認定通知書 

法人＝△，個人＝△ 

一般事業主行動計画策定・変更届を労働局に提出している申請者は，当該策定・変更届の控え

（労働局の受付印が押印されたもの）の写しを提出してください。電子申請の場合は，申請書控

えの写し及び到着確認メールの写しを提出してください。 

基準適合一般事業主の認定（えるぼし認定）を受けている申請者は，労働局が発行した認定通

知書の写しを提出してください。 

 

 (12)自治会協力状況報告書兼誓約書【原本提出】 法人＝△，個人＝△ 

市内の自治会の活動に協力している申請者は，協力状況について指定の様式に記載し，所在地，

商号又は名称及び代表者職氏名を記載し，代表者印（実印）を押印の上，提出してください。 

※ 法人の申請者の場合は，代表者や従業員個人ではなく，法人としての協力状況について記載

してください。 

 

(13) エコ通勤優良事業所認証・登録通知書 法人＝△，個人＝△ 

エコ通勤優良事業所認証を公共交通利用推進等マネジメント協議会から受けている申請者は，

審査基準日現在有効なエコ通勤優良事業所認証・登録通知書の写しを提出してください。 

 

・ (14)，(15)については，すべての申請者が提出してください。 

 

(14)郵便はがき 法人＝○，個人＝○ 

受付票の送付及び審査結果の通知に使用しますので，６３円の通常はがきを２枚，表面に送付

先を記載の上，提出してください。なお，送付先の記入には，消せるボールペンは使わないでく

ださい。また，通信面（裏面）には，何も記載しないでください。 
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(15)クリアーホルダー 法人＝○，個人＝○ 

・ クリアーホルダーは，以下のタイプを御用意ください。 

※ホルダーのタイプ（①～⑤を全て満たすもの） 

 ①Ａ４サイズ      ④インデックス（見出し）は長辺全体 

 ②透明又は乳白色      ⑤インデックス（見出し）の書き込み箇所は白地 

 ③インデックス（見出し）付き 

【参考】ホルダーの例 

メーカー 製品名 品番 

ライオン事務器 ＰＰカラーホルダー CF-33 

リヒトラブ クリヤーホルダー＜見出し付＞ F-3430 

キングジム フラップホルダー 775 

セキセイ アクティフＶフリップファイル ACT-5901 

※ 同等のホルダーが入手できない場合は，なるべく近いタイプのホルダーで提出してくだ

さい。 

・ インデックス部分左側に，申請者の商号又は名称を横書きで記載してください。 

                                                   

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 登録後の変更，取消 

 

(1) 登録内容に変更があった場合 

登録後に，入札参加資格審査申請書の記載内容に変更があった場合は，変更届出書の提出が必

要です。 

変更届出書の様式は，下記のホームページからダウンロードしてください。なお，契約課窓口

（本庁舎５階）でも配布しております。 

○ 宇都宮市公式Ｗｅｂサイト ＵＲＬ：https://www.city.utsunomiya.tochigi.jp/ 

「トップページ」＞「産業・ビジネス」 

＞「入札情報」＞「入札情報（部門別）」＞「入札参加資格」 

＞「入札参加資格登録内容の変更・取消」＞「入札参加資格の変更方法」 

変更届出書は，代表者名で作成し，実印を押印してください（使用印を登録している場合は，

使用印の押印も必要です。また，入札契約処理等を代理人へ委任している場合は，代理人印の押

印も必要です。）。 

変更の事実を証する書類を添付し，遅滞なく提出してください（郵送可）。 

※ 市内事業者の方は，技術職員に変更があった場合は申請書４「技術職員調書（１及び２）」

に変更後の状況を記載し，変更届出書に添付して遅滞なく提出してください（郵送可）。 

 

 (2) 登録した業種を取り消す場合 

登録後に，登録した業種の全部又は一部を取り消す場合は，取消届の提出が必要です。 

取消届の様式は，下記のホームページからダウンロードしてください。なお，契約課窓口（本

庁舎５階）でも配布しております。 

Ａ４サイズクリアーホルダー 

株式会社○○商事 

申請書 等 

Ａ４サイズクリアーホルダー 
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○ 宇都宮市公式Ｗｅｂサイト ＵＲＬ：https://www.city.utsunomiya.tochigi.jp/ 

「トップページ」＞「産業・ビジネス」 

＞「入札情報」＞「入札情報（部門別）」＞「入札参加資格」 

＞「入札参加資格登録内容の変更・取消」＞「入札参加資格の取消方法」 

取消届は，代表者名で作成し，実印を押印した上で，遅滞なく提出してください（郵送可）。 

 

 

８ 登録後に合併等があった場合 

次のいずれかに該当し，登録事業者が消滅会社等になる場合は，存続会社等が入札参加資格の再

認定を受けることができますので，指定の書類を提出してください。 

 

(1) 会社が合併した場合（存続会社又は新設会社を甲，消滅会社を乙とする。） 

・ 入札参加資格審査申請書及び添付書類（甲） 

・ 合併契約書の写し 

・ 株主総会議事録（合併契約の承認に係る記載のあるもの）の写し（甲・乙）  

・ 定款の写し（甲） 

・ 廃業届又は登録消除通知書の写し（乙） 

・ 財務諸表（乙） 

 

(2) 営業譲渡（事業譲渡）を行った場合（譲受会社を甲，譲渡会社を乙とする。） 

・ 入札参加資格審査申請書及び添付書類（甲） 

・ 営業譲渡（事業譲渡）契約書の写し 

・ 株主総会議事録（営業譲渡（事業譲渡）の決議に係る記載のあるもの）の写し（甲・乙） 

・ 定款の写し（甲） 

・ 廃業届又は登録消除通知書の写し（乙） 

・ 財務諸表（乙） 

 

(3) 会社分割を行った場合（承継会社又は新設会社を甲，分割会社を乙とする。） 

・ 入札参加資格審査申請書及び添付書類（甲） 

・ 分割契約書又は新設分割計画書 

・ 株主総会議事録（分割契約又は新設分割計画の承認に係る記載のあるもの）の写し（甲・乙） 

・ 定款の写し（甲） 

・ 廃業届又は登録消除通知書の写し（乙） 

・ 財務諸表（乙） 
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【参考】地方自治法施行令（抜粋） 

 

（一般競争入札の参加者の資格） 

第１６７条の４ 普通地方公共団体は，特別の理由がある場合を除くほか，一般競争入札に次の各号

のいずれかに該当する者を参加させることができない。 

(1) 当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者 

(2) 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

(3) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第３２条第１項各

号に掲げる者 

２ 普通地方公共団体は，一般競争入札に参加しようとする者が次の各号のいずれかに該当すると認

められるときは，その者について３年以内の期間を定めて一般競争入札に参加させないことができ

る。その者を代理人，支配人その他の使用人又は入札代理人として使用する者についても，また同

様とする。 

(1) 契約の履行に当たり，故意に工事，製造その他の役務を粗雑に行い，又は物件の品質若しくは

数量に関して不正の行為をしたとき。 

(2) 競争入札又はせり売りにおいて，その公正な執行を妨げたとき又は公正な価格の成立を害し，

若しくは不正の利益を得るために連合したとき。 

(3) 落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げたとき。 

(4) 地方自治法第２３４条の２第１項の規定による監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執

行を妨げたとき。 

(5) 正当な理由がなくて契約を履行しなかったとき。 

(6) 契約により，契約の後に代価の額を確定する場合において，当該代価の請求を故意に虚偽の事

実に基づき過大な額で行ったとき。 

(7) この項（この号を除く。）の規定により一般競争入札に参加できないこととされている者を契

約の締結又は契約の履行に当たり代理人，支配人その他の使用人として使用したとき。 

第１６７条の５ 普通地方公共団体の長は，前条に定めるもののほか，必要があるときは，一般競争

入札に参加する者に必要な資格として，あらかじめ，契約の種類及び金額に応じ，工事，製造又は

販売等の実績，従業員の数，資本の額その他の経営の規模及び状況を要件とする資格を定めること

ができる。 

（指名競争入札の参加者の資格） 

第１６７条の１１ 第１６７条の４の規定は，指名競争入札の参加者の資格についてこれを準用する。 

２ 普通地方公共団体の長は，前項に定めるもののほか，指名競争入札に参加する者に必要な資格と

して，工事又は製造の請負，物件の買入れその他当該普通地方公共団体の長が定める契約について，

あらかじめ，契約の種類及び金額に応じ，第１６７条の５第１項に規定する事項を要件とする資格

を定めなければならない。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

〒３２０－８５４０ 

栃木県宇都宮市旭１丁目１番５号 

宇都宮市理財部契約課管理グループ 

電 話：０２８－６３２－２１７８ 

ＦＡＸ：０２８－６３２－２１６６ 

E-mail：u0402@city.utsunomiya.tochigi.jp 

 


